
第188号 （４）鎌 ケ 谷 市 議 会 だ よ り

各
会
派
の
代
表
者
が
市
長
の
提
出

議
案
に
対
し
て
、
質
疑
し
ま
し
た
。

主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
す
。

議
案
に
対
す
る
質
疑

令和元年11月 15日

（お知らせ）次の定例会議号は、２月15日（土）発行予定です。
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○
議
案
第
１
号

問　

条
例
制
定
の
根
拠
と
な
る
地

方
公
務
員
法
及
び
地
方
自
治
法
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
概
要
に

つ
い
て
伺
い
ま
す
。

答　

主
な
改
正
点
と
し
て
、
地
方

公
務
員
法
で
は
、
特
別
職
非
常
勤

職
員
と
臨
時
的
任
用
職
員
の
対
象

と
な
る
者
の
要
件
が
厳
格
化
さ
れ

る
こ
と
、
一
般
職
非
常
勤
職
員
の

任
用
制
度
が
明
確
化
さ
れ
、
新
た

に
会
計
年
度
任
用
職
員
を
創
設
し
、

採
用
方
法
や
任
期
等
が
明
確
化
さ

れ
る
こ
と
で
す
。

　

ま
た
、
地
方
自
治
法
で
は
、
会

計
年
度
任
用
職
員
に
つ
い
て
期
末

手
当
の
支
給
が
可
能
と
な
る
な
ど
、

給
付
に
関
す
る
規
定
が
整
備
さ
れ

た
点
で
す
。

○
議
案
第
７
号

問　

条
例
制
定
に
伴
う
現
行
の
取

り
扱
い
と
の
相
違
点
と
、
市
民
へ

の
影
響
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

答　

ま
ず
、
現
行
の
取
り
扱
い
と

の
相
違
点
で
す
が
、
本
条
例
は
、

本
市
の
下
水
道
事
業
に
関
し
、
令

和
２
年
度
か
ら
地
方
公
営
企
業
法

に
基
づ
く
公
営
企
業
会
計
を
導
入

○
議
案
第
９
号

問　

幼
児
教
育
・
保
育
無
償
化
に

伴
う
認
可
外
・
一
時
預
か
り
事
業

等
利
用
費
の
積
算
方
法
に
つ
い
て

伺
い
ま
す
。

答　

認
可
外
保
育
施
設
の
利
用
費

に
つ
い
て
は
、
市
内
６
施
設
に
お

け
る
３
歳
未
満
児
の
う
ち
非
課
税

世
帯
の
利
用
者
見
込
み
数
で
あ
る

18
名
に
、
月
額
利
用
の
上
限
で
あ

る
４
万
２
千
円
の
６
カ
月
分
と
し

て
453
万
６
千
円
、
３
歳
以
上
児
に

つ
い
て
は
、
利
用
者
見
込
み
数
で

あ
る
79
名
に
月
額
利
用
の
上
限
で

あ
る
３
万
７
千
円
の
６
カ
月
分
と

し
て
１
千
753
万
８
千
円
、
合
計
で

２
千
207
万
４
千
円
と
し
て
い
ま
す
。

　

一
時
預
か
り
事
業
に
つ
い
て
は
、

市
内
で
同
事
業
を
実
施
し
て
い
る

４
施
設
に
お
け
る
３
歳
未
満
児
の

う
ち
非
課
税
世
帯
の
利
用
者
見
込

み
数
で
あ
る
４
名
に
、
月
額
利
用

の
上
限
で
あ
る
４
万
２
千
円
の
６

カ
月
分
と
し
て
100
万
８
千
円
、
３

歳
以
上
児
に
つ
い
て
は
、
利
用
者

見
込
み
数
で
あ
る
20
名
に
月
額
利

用
の
上
限
で
あ
る
３
万
７
千
円
の

６
カ
月
分
と
し
て
444
万
円
、
合
計

544
万
８
千
円
と
し
、
認
可
外
保
育

施
設
及
び
一
時
預
か
り
事
業
の
利

用
費
と
し
て
２
千
752
万
２
千
円
を

補
正
額
と
し
て
計
上
し
て
い
ま
す
。

す
る
こ
と
に
伴
い
、
必
要
な
事
項

を
定
め
る
も
の
で
、
現
行
の
会
計

は
、
現
金
の
収
入
と
支
出
の
み
を

経
理
す
る
単
式
簿
記
、
い
わ
ゆ
る

官
庁
会
計
で
す
。
こ
れ
に
対
し
、

来
年
度
当
初
か
ら
公
営
企
業
会
計

で
あ
る
複
式
簿
記
に
会
計
方
式
が

変
更
に
な
る
も
の
で
す
。
こ
れ
に

よ
り
、
経
営
や
資
産
等
の
正
確
な

把
握
が
で
き
、
経
営
の
管
理
向
上

を
図
ろ
う
と
す
る
も
の
で
す
。

　

次
に
、
市
民
へ
の
影
響
で
す
が
、

今
回
の
条
例
制
定
は
、今
後
、よ
り

一
層
効
率
的
な
事
業
運
営
を
図
っ

て
い
く
た
め
、
本
市
の
下
水
道
事

業
に
地
方
公
営
企
業
法
の
財
務
規

程
を
適
用
し
、
市
の
組
織
内
に
お

け
る
事
務
手
続
き
を
変
更
す
る
も

の
で
す
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
下
水

道
に
関
す
る
諸
手
続
き
や
使
用
料

な
ど
、
市
民
へ
の
直
接
的
な
影
響

は
な
い
も
の
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
下
水
道
使
用
料
に
つ
い

て
は
、
令
和
２
年
度
か
ら
令
和
５

年
度
ま
で
の
料
金
改
定
は
行
わ
ず

据
え
置
く
旨
、
鎌
ケ
谷
市
公
共
下

水
道
事
業
審
議
会
か
ら
の
答
申
を

得
て
い
ま
す
。

　

平
成
30
年
度
鎌
ケ
谷
市
一
般
会

計
及
び
４
特
別
会
計
の
歳
入
歳
出

決
算
の
認
定
に
つ
い
て
審
査
を
行

い
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
に
つ
い
て
の
主
な
審

査
内
容
は
次
の
と
お
り
で
す
。

〈
総　

括
〉

問　

平
成
30
年
度
決
算
に
お
け
る

計
画
行
政
の
推
進
や
財
政
指
標
等

の
検
証
な
ど
に
つ
い
て
、
そ
の
成

果
や
課
題
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

答　

計
画
行
政
の
推
進
に
つ
い
て

は
、
令
和
２
年
度
ま
で
を
計
画
期

間
と
す
る
後
期
基
本
計
画
に
お
い

て
、
計
画
期
間
２
年
を
残
し
た
平

成
30
年
度
末
現
在
で
、
全
体
で
は

４
割
程
度
の
施
策
が
、
設
定
し
た

成
果
指
標
を
お
お
む
ね
達
成
し
て

い
る
状
況
で
あ
り
、
今
後
は
令
和

２
年
度
目
標
値
の
達
成
に
向
け
て

取
り
組
む
と
と
も
に
、
令
和
３
年

度
を
初
年
度
と
す
る
次
期
総
合
基

本
計
画
の
策
定
の
中
で
、
総
合
的

か
つ
計
画
的
な
ま
ち
づ
く
り
の
新

た
な
指
針
を
定
め
て
い
き
た
い
と

考
え
て
い
ま
す
。

　

次
に
、
財
政
指
標
等
の
検
証
な

ど
に
つ
い
て
は
、
実
質
収
支
に
お

い
て
中
期
財
政
見
通
し
で
見
込
ん

で
い
る
16
億
円
を
上
回
る
約
19
億

６
千
万
円
の
黒
字
を
確
保
で
き
た

ほ
か
、
財
政
状
況
の
健
全
性
を
あ

ら
わ
す
健
全
化
判
断
比
率
は
、
平

成
29
年
度
決
算
に
引
き
続
き
、
早

期
健
全
化
基
準
を
大
き
く
下
回
っ

て
お
り
、
平
成
30
年
度
決
算
に
お

い
て
も
積
極
的
に
事
業
展
開
を
行

い
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を
図

り
つ
つ
も
、
健
全
な
財
政
状
況
を

維
持
で
き
た
も
の
と
認
識
し
て
い

ま
す
。

〈
歳　

入
〉

問　

市
税
の
収
入
未
済
額
を
減
少

さ
せ
た
取
り
組
み
に
つ
い
て
伺
い

ま
す
。

答　

市
の
債
権
は
財
政
の
健
全
化

や
市
民
負
担
の
公
平
性
の
確
保
の

観
点
よ
り
、
法
に
基
づ
き
適
正
に

管
理
す
る
必
要
が
あ
り
、
債
務
を

不
要
に
滞
留
さ
せ
る
こ
と
な
く
、

徴
収
等
を
速
や
か
に
進
め
、
適
切

に
運
営
し
て
い
く
こ
と
が
、
市
民

に
公
平
、
公
正
に
負
担
を
求
め
て

い
く
上
で
非
常
に
大
切
で
あ
る
と

認
識
し
て
お
り
、
徴
収
率
の
向
上

に
結
び
つ
く
換
価
性
の
高
い
預
金

や
給
与
な
ど
の
差
し
押
さ
え
に
着

手
し
、
未
納
を
解
消
す
る
こ
と
に

取
り
組
ん
だ
こ
と
に
あ
る
と
考
え

ま
す
。

〈
歳　

出
〉

問　

児
童
虐
待
等
の
相
談
体
制
と

今
後
の
体
制
の
強
化
に
つ
い
て
伺

い
ま
す
。

答　

相
談
業
務
に
お
い
て
、
児
童

虐
待
等
の
心
配
が
あ
る
家
庭
に
つ

い
て
は
家
庭
児
童
相
談
員
か
ら
こ

ど
も
総
合
相
談
室
の
ケ
ー
ス
ワ
ー

カ
ー
に
引
き
継
ぐ
な
ど
、
連
携
し

て
対
応
し
て
い
ま
す
。

　

今
後
は
、
児
童
虐
待
の
早
期
発

見
、
早
期
対
応
に
結
び
つ
く
よ
う
、

引
き
続
き
関
係
機
関
と
連
携
、
協

力
を
図
る
と
と
も
に
、
研
修
参
加

な
ど
職
員
の
資
質
向
上
に
努
め
、

児
童
虐
待
へ
の
取
り
組
み
を
強
化

し
て
い
き
ま
す
。

○
議
案
第
３
号

問　

住
民
票
等
の
コ
ン
ビ
ニ
交
付

に
お
い
て
、
市
が
負
担
す
る
手
数

料
を
伺
い
ま
す
。

答　

市
が
負
担
す
る
手
数
料
と
し

て
、
コ
ン
ビ
ニ
事
業
者
へ
の
委
託

手
数
料
と
地
方
公
共
団
体
情
報
シ

ス
テ
ム
機
構
へ
の
シ
ス
テ
ム
等
使

用
料
が
あ
り
ま
す
。
コ
ン
ビ
ニ
事

業
者
へ
の
委
託
手
数
料
は
、
証
明

書
１
通
当
た
り
消
費
税
込
み
で
117

○
議
案
第
２
号

問　

特
別
職
非
常
勤
職
員
の
職
種

と
そ
の
任
命
方
法
に
つ
い
て
伺
い

ま
す
。

答　

職
種
に
つ
い
て
は
、
選
挙
に

よ
り
選
出
さ
れ
る
市
議
会
議
員
な

ど
の
職
、
市
議
会
の
同
意
が
必
要

で
あ
る
教
育
委
員
会
委
員
な
ど
の

職
、
法
令
や
条
例
を
根
拠
に
設
置

す
る
委
員
会
や
審
議
会
の
委
員
、

円
、
地
方
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ

ム
機
構
へ
の
負
担
金
は
、
令
和
元

年
度
分
の
１
月
か
ら
３
月
ま
で
で

68
万
８
千
円
で
す
。

特
定
の
知
識
や
経
験
な
ど
に
基
づ

い
て
任
用
さ
れ
る
顧
問
や
参
与
、

消
防
団
員
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

　

任
命
に
つ
い
て
は
、
任
命
権
者

が
辞
令
書
、
ま
た
は
委
嘱
状
を
交

付
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
任

命
に
当
た
り
、
教
育
委
員
会
委
員

な
ど
一
部
の
特
別
職
に
つ
い
て
は
、

事
前
に
議
会
に
諮
り
、
同
意
等
を

得
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

令和元年９月会議の審議結果一覧
議案番号等 件　　　　　　名 審議結果

議 案 第 １ 号 鎌ケ谷市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の制定について 原案可決 賛成多数

議 案 第 ２ 号 鎌ケ谷市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例の制定について 原案可決 全会一致

議 案 第 ３ 号 鎌ケ谷市印鑑条例の一部を改正する条例の制定について 原案可決 賛成多数

議 案 第 ４ 号 鎌ケ谷市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 原案可決 全会一致

議 案 第 ５ 号 鎌ケ谷市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 原案可決 全会一致

議 案 第 ６ 号 鎌ケ谷市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 原案可決 全会一致
議 案 第 ７ 号 鎌ケ谷市下水道事業の設置等に関する条例の制定について 原案可決 賛成多数

議 案 第 ８ 号 鎌ケ谷市きらりホール設置及び管理条例及び鎌ケ谷市学習センター設置及び管理条例の一部を改正する条例の制定について 原案可決 賛成多数

議 案 第 ９ 号 令和元年度鎌ケ谷市一般会計補正予算（第２号） 原案可決 全会一致
議 案 第 10 号 令和元年度鎌ケ谷市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 原案可決 全会一致
議 案 第 11 号 令和元年度鎌ケ谷市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号） 原案可決 全会一致
議 案 第 12 号 令和元年度鎌ケ谷市介護保険特別会計補正予算（第１号） 原案可決 全会一致

議案番号等 件　　　　　　名 審議結果
議 案 第 13 号 令和元年度鎌ケ谷市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 原案可決 全会一致
議 案 第 14 号 平成30年度鎌ケ谷市一般会計歳入歳出決算の認定について 認　　定 賛成多数

議 案 第 15 号 平成30年度鎌ケ谷市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 認　　定 賛成多数

議 案 第 16 号 平成30年度鎌ケ谷市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について 認　　定 全会一致

議 案 第 17 号 平成30年度鎌ケ谷市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 認　　定 賛成多数

議 案 第 18 号 平成30年度鎌ケ谷市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 認　　定 賛成多数

議 案 第 19 号 指定管理者の指定について 原案可決 全会一致
議 案 第 20 号 指定管理者の指定について 原案可決 賛成多数
議 案 第 21 号 鎌ケ谷市市道路線の認定及び廃止について 原案可決 全会一致
議 案 第 22 号 令和元年度鎌ケ谷市一般会計補正予算（第３号） 原案可決 全会一致
同意案第１号 教育委員会委員の任命について 同　　意 全会一致
諮 問 第 １ 号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 適　　任 全会一致
発議案第１号 核兵器のない世界を実現するために一層の取り組みを求める意見書 原案可決 全会一致

陳情１-９-２ 日本政府が「核兵器禁止条約」に署名・批准することを求める意見書提出の陳情書 不 採 択 賛成少数

　

議
会
で
は
、
み
な
さ
ん
の
生
活
に
直
結
し
た
重
要
な
問
題
が
審
議

さ
れ
て
お
り
、
そ
の
様
子
を
傍
聴
で
き
ま
す
。

　

本
会
議
の
傍
聴
席
は
先
着
順
に
46
席
あ
り
、
Ｒ
階
の
傍
聴
席
入
口

で
氏
名
・
住
所
・
年
齢
を
記
入
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　

常
任
委
員
会
の
傍
聴
席
も
先
着
順
に
10
席
あ
り
、
傍
聴
手
続
き
は

６
階
の
議
会
事
務
局
で
行
い
ま
す
。

　

な
お
、
小
学
生
以
下
の
お
子
様
が
傍
聴
を
希
望
さ
れ
る
場
合
は
、

事
前
に
議
会
事
務
局
ま
で
ご
連
絡
を
お
願
い
し
ま
す
。

み
ん
な
の
議
会
、
傍
聴
し
ま
せ
ん
か


